指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所指定申請に必要な書類一覧（チェックリスト）

申請（開設）者名：　　　　　　　　　　　　　　　事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　
	
	提出書類
	様式等
	チェック項目

	□


	１ 指定地域密着型サービス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定申請書
	□　様式第１号

□　印鑑証明書


	□　使用する印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印を使用しているか

□　印鑑証明書を添付しているか

□　申請（開設）者名称、代表者職氏名・住所が登記簿謄本と一致しているか

□　実施事業、事業開始予定年月日等が正しく記入されているか

□　事業所名称、所在地、電話番号が運営規程と一致しているか

· 記入担当者名が記入されているか

	□


	２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の指定に係る記載事項
	· 付表５


	□　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業の実施について定めてある定款・寄附行為等の条項が記載されているか

□　管理者氏名、住所が管理者の経歴書と一致しているか

· 管理者が兼務する場合の記入がなされているか

· 介護従業者の勤務形態毎の人数が、勤務形態一覧表、運営規程と一致しているか

· 建物の構造概要の記載は適切な表現か

· 居室数は正確に記入されているか

· 利用定員は運営規程と一致しているか

· 協力医療機関の名称・診療科目が記載されているか

· 協力歯科医療機関の名称が記載されているか

· 介護居室の１室の最大定員が記入されているか

	□


	３ 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等


	· 申請者（開設者）の定款、寄附行為等の写し（原本証明）
	□　定款と登記簿謄本の商号、所在地が一致しているか

□　定款の目的欄に申請事業を実施する旨の記載があるか（変更される場合は、事前に県法人所轄担当課に相談ください。）

	
	
	· 法人登記簿謄本（原本）


	· 定款と謄本の目的欄が一致しているか

□　社会福祉法人、医療法人等で事業目的未登記の場合は、定款変更認可書が添付されているか

□　３カ月以内の証明書であるか

	□


	４ 従業者の勤務体制及び勤務形態並びに組織の体制


	· 添付書類１

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	· 管理者は常勤か

· 生活相談員の数が基準を満たしているか

　・生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）を１以上配置

　・生活相談員のうち１以上の者は常勤

□　看護職員（看護師または准看護師）または介護職員の数が基準を満たしているか

・看護職員及び介護職員の合計数が常勤換算方法で３：１以上配置

・看護職員を常勤換算方法で１以上配置

・常に介護職員が１人以上確保されている

・看護職員のうち１以上の者は常勤

・介護職員のうち１以上の者は常勤

□　機能訓練指導員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師またはあん摩マッサージ指圧師）が基準を満たしているか

　・機能訓練指導員を１以上配置

· 計画作成担当者が基準を満たしているか

・計画作成担当者を１以上配置

　・計画作成担当者は介護支援専門員である

· 管理者兼計画作成担当者兼介護職員のように３つの役を兼務していないか

· 従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、兼務関係等を明確にしているか

	
	
	· 組織体制図

（任意様式）
	□　同一法人において当該地域密着型特定施設入居者生活介護事業以外に介護保険事業を実施している場合に、組織体制図が添付されているか（兼務関係が明確にわかるか）

□　他の事業所との兼務職員がいる場合に、他の事業所の勤務表が添付されているか

※ 就業規則の写しを添付

	
	
	· 参考様式１

雇用（予定）証明書
	□　開設（申請）者及び従業（予定）者の押印がなされた原本が添付してあるか

□　従事すべき業務の範囲は、兼務の場合全ての職種が記入されているか

□　従業（予定）者の住所・氏名は自筆署名となっているか

	□


	５ 管理者の経歴
	· 添付書類２-２

管理者経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

	□


	６ 介護支援専門員の経歴
	· 添付書類２-４

介護支援専門員経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

※ 資格証の写しを添付

	□

	７ 生活相談員の経歴
	· 添付書類２-５

生活相談員経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

※ 資格証の写しを添付

	□

	８ 機能訓練指導員の経歴
	· 添付書類２-６

機能訓練指導員経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

※ 資格証の写しを添付

	□

	９ 看護師または准看護師の経歴
	· 添付書類２-７

看護師または准看護師経歴書
	□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が正確に記入されているか

□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか

※ 資格証の写しを添付

	□

	10 事業所の設備及び備品等の状況

	· 添付書類３

事業所の平面図


	□　建物を含めた敷地全体図が添付されているか

□　進入道路の幅員が記載されているか

□　一時介護室、浴室、トイレ、食堂及び機能訓練室を有しているか

□　当該事業所で使用する箇所（居室、居間、食堂、台所、風呂、トイレ等）及び備品の配置がわかるように作成されているか

□　居室の定員は、１人となっているか（２人部屋の場合は夫婦を対象にしているか）

· 居室の１以上の出入口は、避難上有効な空き地、廊下または広間に直接面しているか

· 事務室（スタッフルーム）はあるか

· 居間・食堂は同一室内でもよいが、それぞれの機能が独立できる広さは確保されているか

· 機能訓練室は機能が十分発揮できる広さは確保されているか

· 利用者が車椅子で円滑に移動できる空間と構造を有しているか

	
	
	□　添付書類４

居室面積等一覧表（各居室等の内法による面積を表記のこと。なお、面積は収納等を含めない有効面積。）
	□　各居室の内法による面積が基準を満たしているか
□　当該事業所で使用する箇所（居室、居間、食堂、台所、風呂、トイレ等）の面積がわかるように作成されているか

※ 事業所平面図に各居室等の面積を記載する場合は省略可

	
	
	· 添付書類５

事業所（施設）の設備等に係る一覧表


	□　設備基準上配慮すべき設備の内容について実態に即して記入されているか

· トイレは非常用設備を備えているか

· 浴室の設備は身体の不自由な者が入浴するのに適した

ものとなっているか

□　消火設備その他非常災害に際して必要な設備（スプリンクラー等）を備えているか

□　自動車検査証の写しが添付されているか

	
	
	· 事業所の写真


	○下記の写真が添付されているか

□　事業所の建物の外観

□　玄関　（□　エレベーター）

□　居室

□　居間

□　食堂

□　台所

□　風呂

□　トイレ

□　一時介護室

□　機能訓練室

□　事務室

写真はＡ４台紙に整理し（写真データを整理してプリントしても可。ただし、経年変化の少ない用紙及びインクを使用のこと）、上記平面図に撮影方向を明示してください。

	
	
	· 検査済証
	□　建物は、耐火建築物または準耐火建築物か

□　建築基準法における検査済証が添付されているか

□　建築物　

□　昇降機（エレベーター）

□　消防法における消防用設備等検査済証が添付されているか

□　「福岡県福祉のまちづくり条例」に準拠した設計となっているか（適合証の写しを添付）

	
	
	· 賃貸借契約書の写し
	□　指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業を提供する上で、適当な賃借期間（１０年以上）となっているか

	□
	11 運営規定
	□　運営規定
	・以下の内容が具体的に記載されているか

□　事業の目的及び運営の方針

□　従業者の職種、員数及び職務内容

　□　入居定員及び居室数

□　指定地域密着型特定施設入居者生活介護の内容及び利用料その他費用の額

□　利用料

□　家賃

□　食材料費

　　　□　水光熱費

　　　□　敷金等

　　□　日常生活費

□　入居に当たっての留意事項

□　非常災害対策

□　その他運営に関する重要事項

　　　□　職員研修等の内容

　　　□　従業者の守秘義務　

　　　□　緊急やむを得ない場合に身体拘束等を行う際の手続き

　　　□　運営推進会議の内容

	□
	12 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	· 添付書類７


	□　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口が設置されているか

· 事業所のスタッフから担当者が選任されているか

· 処理体制・手順が適切であるか

	□
	13 当該申請に係る法人の資産の状況
	· 財産目録等

（任意様式）
	· 法人の決算時に作成している決算報告書（貸借対照表、

損益計算書等）が添付されているか

□　貸借対照表上の欠損金、損益計算書上の当期損失が計上されていないか

※ 決算書がない場合は、法人名義の預金通帳の写し等を提出してください。

	
	
	· 備品の一覧表

（任意様式）
	□　当該事業で使用するベッド、食堂テーブル（椅子）、事務机、パソコン、ファクシミリ等の台数が明記されているか

	□
	14 事業計画及び収支予算
	· 事業計画書

（任意様式）
	□　利用者に対してのサービス計画となっているか

※ 年間行事予定計画書の添付でも可。

	
	
	· 収支予算書

（任意様式）
	□　事業開始後１０年分（開設当初１年間は１か月毎、以後１年毎）の当該事業に関する収支予算書が作成されているか

□　収入金額（介護報酬）の算出根拠が明確に示されているか

□　支出金額（人件費）の算出根拠が明確に示されているか

	□
	15 損害賠償発生時に対応できることを証明する書類（原本証明）
	
	□　損害賠償保険証書の写し（手続き中の場合は、申込書及び領収書の写し）が添付されているか

□　自動車（任意）保険証書の写し等（手続き中の場合は、申込書及び領収書の写し）が添付されているか

	□
	16 協力医療機関との契約の内容
	· 協力医療機関との契約書の写し
	□　医療機関との契約書の写しが添付されているか

　□　協力医療機関は事業の通常の実施区域内にあるか

　□　夜間・休日等緊急時対応

　□　入院対応

□　協力歯科医療機関との契約書の写しが添付されているか

	□
	17 地域密着型介護サービス費の請求に関する事項
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書


	· （別紙１）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表が添付されているか

· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出に必要な添付書類は添付されているか（別紙チェックリストで確認）
· 別紙チェックリストは添付されているか

	□
	18 法第７８条の２第４項各号に該当しないことを誓約する書面
	· 添付書類９-１


	□　偽りなく記載されているか

□　代表者及び役員等は、介護保険法その他国民の保健医療もしくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなるまでの者でないか

	
	
	
	□　代表者は、介護保険法の規定により指定を取り消され、その取消日から起算して５年を経過しない者でないか

□　代表者及び役員等は、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正または著しく不当な行為をした者でないか

□　役員等は、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなるまでの者でないか

□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名を記載し、法人代表印が押印されているか

□　誓約書の日付が記載されているか

□　役員の氏名、生年月日、住所等が正しく記載され、押印されているか（当該事業所の管理者も含められているか）
□　誓約書は両面コピーしているか
□　ホッチキスで２，３箇所綴じ、見開きのページに割印があるか

	□
	19 介護支援専門員の氏名等
	· 添付書類１０

当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧
	□　介護支援専門員登録証明書の写しが添付されているか

	□
	20 運営推進会議の構成員等
	· 添付書類１１

事業所運営推進会議
	□　運営推進会議の設置規則等が添付されているか

	□
	21 案内図（近隣見取り図）


	
	□　鉄道駅、小学校等目標となる所から事業所までの案内図が添付されているか

（パンフレット等を作成している場合はそれを添付）

	□
	22 利用者との契約書の雛形及び重要事項説明書
	
	□　重要事項説明書に記載の内容は運営規定に沿ったものか

□　入居者の権利を不当に狭めるような契約解除の条件を定めていないか

□　利用者負担が適当なもの以外を利用者から徴収するようなことはないか

	□
	23 社会福祉法第６２条第１項に基づく届出
	□　軽費老人ホーム設置届出書の写し

□　軽費老人ホーム設置届受理通知書の写し
	□　社会福祉法第６２条第１項の規定に基づき、事業開始前に県へ届出をおこなっているか



	□
	24 申請に必要な書類一覧（ﾁｪｯｸﾘｽﾄ）
	· 当該様式


	□　すべての項目と申請書類を確認してチェックを入れたか


＊書類の提出前に「指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業所指定申請に必要な書類一覧（チェックリスト）」により漏れがないか確認の上、ご提出ください。
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